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江南市長　堀　元　様　　　　　　　　　　　　　　２０１１年３月２２日
東日本大震災の救援と防災対策について申し入れ
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党議員団　　　　森　ケイ子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東　義　喜
日本共産党江南市委員会　掛布まち子
　東日本大震災は、地震と津波被害に加え、原発による被害が深刻さを増しています。
何よりもまず、被災者の救助・救援に全力を尽くすことが求められています。
すでに消防隊が救助活動に派遣されていますが、さらに最大限要請に応えるとともに、市としての独自の支援対策を早急に推進することが求められています。
　合わせて、江南市防災対策、防災計画の抜本的な見直しが必要です。
　今までの対応に加え、現時点での救援対策等について、必要な対策を講じられるよう要望します。
1． 救援対策について
　　要請待ちではなく、できることは率先して推進してください。
1 被災者住宅について、公営住宅が満杯の状況から民間の賃貸住宅を借り上げるなどして対応すること。個人からの住宅提供の申し出についても受け付け、情報提供すること。
2 ＵＲが賃貸住宅を被災者用住宅として提供することについて広くＰＲし、相談にのれるようにすること。
3 市民から物資の提供をしたいとの要請に応える窓口を設置するとともに、
市民に広く知らせる手立てをとること。
市内企業の協力も得て不足している物資を直接送れるようにすること。
4 職員の中から、ボランティアとして救援活動に参加したいという熱意のある人を募り、休暇等を保証すること。
5 大震災ボランティア支援連絡会等と連携し、市民のボランティア希望者を募り、派遣に協力すること。
2． 防災計画の見直しについて
　　現在の防災計画は、東海地震を想定し、マグニチュード8.0　震度５強とされていることから、震度７以上を基本とする、抜本的な見直しが必要であり、早急に着手すること。
　　
当面直ちに検討すべきこととして。
1 災害対策本部となる市庁舎の耐震補強工事に着手すること。
2 拠点の避難場所となる市体育館が利用不可能なことから早急に改修計画を進めること。
当面　県立高校等の協力を得て拠点の避難場所を確保すること。
3 防災行政無線の防災ラジオを希望者に低額で支給すること。
4 地域の避難場所となる藤里保育園や公共施設の耐震補強工事を進めること。
5 個人住宅の耐震補強工事助成は、寝室や居住部分のみの改修でも対象とすること。
3． 消防力の強化が求められているとき、消防の広域化は行わないこと。
4． 原発の安全神話が崩れた今、現在稼働中の原発の総点検と規制機関の抜本的強化等、安全最優先の原子力行政への転換を国に求めるとともに、原発中心のエネルギー対策を見直し、自然エネルギーに転換するよう国に申し入れること。
5． 想定東海地震の震源域の真上にある浜岡原発の運転停止、地震安全対策の抜本的見直しと万全の対策を中部電力に申し入れること。
